
ファイル名:000_1_0162200102106.doc 更新日時:2009/01/07 11:12 印刷日時:09/06/23 5:47 

 

 

 

(金融商品取引法第24条第１項に基づく報告書) 
 

事業年度

(第49期)
 

自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日

 

株式会社 き も と
 

 (E02425) 



ファイル名:000_3_0162200102106.doc 更新日時:2009/03/26 18:34 印刷日時:09/06/23 5:47 

 

 

第49期（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日) 
 

有 価 証 券 報 告 書 
 

１ 本書は金融商品取引法第24条第１項に基づく有価証券報告書を、同法第

27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出し

たデータに目次および頁を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した有価証券報告書に添付された監査

報告書及び上記の有価証券報告書と併せて提出した確認書・内部統制報告

書を末尾に綴じ込んでおります。 

 

 

株式会社 き も と
 



ファイル名:000_4_0162200102106.doc 更新日時:2009/06/23 5:47 印刷日時:09/06/23 5:47 

目      次 

 

頁

第49期 有価証券報告書 

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【沿革】……………………………………………………………………………………………４ 

３ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………５ 

４ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………７ 

５ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………７ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………８ 

１ 【業績等の概要】…………………………………………………………………………………８ 

２ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………11 

３ 【対処すべき課題】………………………………………………………………………………12 

４ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………19 

５ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………20 

６ 【研究開発活動】…………………………………………………………………………………21 

７ 【財政状態及び経営成績の分析】………………………………………………………………22 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………25 

１ 【設備投資等の概要】……………………………………………………………………………25 

２ 【主要な設備の状況】……………………………………………………………………………26 

３ 【設備の新設、除却等の計画】…………………………………………………………………27 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………28 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………28 

２ 【自己株式の取得等の状況】……………………………………………………………………31 

３ 【配当政策】………………………………………………………………………………………32 

４ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………32 

５ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………33 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】………………………………………………………34 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………37 

１ 【連結財務諸表等】………………………………………………………………………………38 

２ 【財務諸表等】……………………………………………………………………………………68 

第６ 【提出会社の株式事務の概要】……………………………………………………………………95 

第７ 【提出会社の参考情報】……………………………………………………………………………96 

１ 【提出会社の親会社等の情報】…………………………………………………………………96 

２ 【その他の参考情報】……………………………………………………………………………96 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………97 

 

監査報告書 

 

確認書 

 

内部統制報告書 





  

 
(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第47期から、純資産額の算定にあたっては、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

３ 平成18年10月１日付をもって、普通株式１株につき２株の割合で株式分割しております。 

４ 「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」は、第47期、第48期につきましては、潜在株式が存在しない

ため、また、第49期につきましては、１株当たり当期純損失金額でありかつ潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回  次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 29,094 27,505 27,498 30,850 23,469

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 2,535 2,658 2,491 2,986 △310

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 1,629 1,657 1,567 1,646 △896

純資産額 (百万円) 15,930 17,738 18,864 19,525 17,691

総資産額 (百万円) 28,101 29,236 30,275 31,057 25,551

１株当たり純資産額 (円) 1,169.90 1,299.00 691.47 723.84 663.20

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△)

(円) 121.78 120.16 57.45 60.77 △33.33

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) 121.18 120.06 － － －

自己資本比率 (％) 56.7 60.7 62.3 62.9 69.2

自己資本利益率 (％) 10.9 9.8 8.6 8.6 △4.8

株価収益率 (倍) 9.84 16.39 11.85 23.15 －

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,667 1,414 2,816 2,522 947

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,332 △1,533 △1,499 △2,954 △2,069

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △112 △595 △978 △1,357 277

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 7,357 6,742 7,156 5,544 4,531

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人)
762

〔185〕
793

〔162〕
867

〔156〕
909

〔128〕
909

〔91〕

―  2  ―



  

 
(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第47期から、純資産額の算定にあたっては、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

３ 平成18年10月１日付をもって、普通株式１株につき２株の割合で株式分割しております。 

４ 「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」は、第47期、第48期につきましては、潜在株式が存在しない

ため、また、第49期につきましては、１株当たり当期純損失金額でありかつ潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

５ 第45期の１株当たり配当額18円は、東証二部上場記念配当３円を含んでおります。 

６ 第46期の１株当たり配当額20円は、東証一部上場記念配当４円を含んでおります。 

  

  

(2) 提出会社の経営指標等

回  次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 26,027 25,253 25,359 28,731 21,400

経常利益 (百万円) 2,262 2,550 2,467 3,273 205

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 1,350 1,523 1,457 1,952 △753

資本金 (百万円) 3,274 3,274 3,274 3,274 3,274

発行済株式総数 (株) 13,693,141 13,693,141 27,386,282 27,386,282 27,386,282

純資産額 (百万円) 15,224 16,770 17,703 18,821 17,383

総資産額 (百万円) 27,118 28,080 28,960 30,064 25,039

１株当たり純資産額 (円) 1,118.07 1,228.13 648.93 697.74 651.66

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額)

(円)
18.00
(－)

20.00
(8.00)

18.00
(12.00)

16.00
(8.00)

10.00
(6.00)

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△)

(円) 100.77 110.47 53.43 72.04 △28.03

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) 100.27 110.37 － － －

自己資本比率 (％) 56.1 59.7 61.1 62.6 69.4

自己資本利益率 (％) 9.4 9.5 8.5 10.7 △4.2

株価収益率 (倍) 11.89 17.83 12.75 19.53 －

配当性向 (％) 17.9 18.1 22.5 22.2 －

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人)
594

〔61〕
611

〔56〕
631

〔48〕
628

〔45〕
615

〔45〕
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２ 【沿革】

年 月 事   項

昭和36年２月 株式会社きもと商会を設立。

昭和37年３月 埼玉県与野市(現 さいたま市)に埼玉工場新設、機能性フィルム事業部門の製造を開始。

昭和41年10月 大阪府大阪市南区に大阪営業所(現 中央区所在：大阪支店)を開設。

昭和42年７月 株式会社きもとに商号変更。

昭和44年12月 茨城県猿島郡総和町(現 古河市)に茨城工場新設。

昭和45年２月 北海道札幌市中央区に札幌駐在所(現 札幌支店)を開設。

昭和45年３月 那覇市に株式会社沖縄きもとを設立。

昭和46年７月 愛知県名古屋市熱田区に名古屋営業所(現 名古屋支店)を開設。

昭和47年７月 福岡県福岡市博多区に福岡営業所(現 福岡支店)を開設。

昭和48年６月 埼玉県浦和市(現 さいたま市)に埼玉営業所(現 関東支店)を開設。

昭和48年11月 KIMOTO USA INC.(販売会社)をアメリカに設立。

昭和48年11月 広島県広島市に広島営業所(平成13年４月に広島支店に名称変更)を開設。

昭和49年２月 KIMOTO AG(販売会社)をスイスに設立。

昭和54年７月 三重県員弁郡北勢町(現 いなべ市)に三重工場(現 三重第一工場)新設。

昭和56年１月 埼玉県与野市(現 さいたま市)に中央研究所(現 技術開発センター)を開設。

昭和60年９月 KIMOTO TECH, INC.(製造会社)をアメリカに設立。

昭和62年５月 三重第二工場新設。

昭和62年11月 KIMOTO TECH, INC.アトランタ工場完成。

平成元年10月 株式会社氏仁商会と合併。

平成元年10月 宮城県仙台市青葉区に株式会社東北きもとを設立。

平成３年４月 株式会社東北きもと、株式会社沖縄きもとを合併。同時に宮城県仙台市青葉区に仙台事業所 

(現 仙台支店)を、沖縄県那覇市に沖縄営業所を開設。

平成３年８月 瀋陽木本數据有限公司(製造会社)(現 瀋陽木本実業有限公司)を中華人民共和国に設立。

平成４年12月 三重第三工場新設。

平成６年１月 日本証券業協会に店頭登録。

平成７年１月 KIMOTO USA INC.(販売会社) とKIMOTO TECH, INC.(製造会社) が合併。 

(存続会社 KIMOTO TECH, INC.)

平成８年３月 現在地に本店を移転。

平成８年４月 志村化研工業株式会社(製造会社)(現 株式会社キモトテクノ)の株式を100％取得。

平成15年４月 KIMOTO TECH, INC.(製造・販売会社)がMTH CORPORATION(販売会社)の株式を100％取得。

平成16年７月 志村化研工業株式会社(製造会社)を株式会社キモトテクノ(製造会社)へ社名変更。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年３月 東京証券取引所市場第二部に上場。

平成17年４月 KIMOTO TECH, INC.(製造・販売会社)とMTH CORPORATION(販売会社)が合併。 

(存続会社 KIMOTO TECH, INC.)

平成17年４月 ジャスダック証券取引所への上場を廃止。

平成17年６月 三重第四工場新設。

平成18年３月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。

平成18年４月 瀋陽木本數据有限公司(製造会社)を瀋陽木本実業有限公司(製造・販売会社)へ社名変更。

平成18年12月 KIMOTO POLAND Sp. z o.o.(製造・販売会社)をポーランド共和国に設立。

平成19年８月

平成20年９月

稀本商貿(上海)有限公司(販売会社)を中華人民共和国に設立。

広島支店および沖縄営業所を閉鎖。
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当社グループは、当社、子会社７社(国内子会社２社・在外子会社５社)で構成されており、機能性

フィルム事業部門および情報システム事業部門に分類されます。当社グループの事業に係る主な子会

社の位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項」に

掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

  

(1) 機能性フィルム事業部門 

連結財務諸表提出会社(当社)は、フィルムを素材としてその表面に加工する数々の技術を開発し、

多様な機能を付加した各種工業用材料を国内で製造販売するとともに在外子会社に供給しておりま

す。東京都に所在する株式会社キモトテクノは製造会社であり、同事業部門の製品の製造を行ってお

り、その製品は当社が購入しております。中華人民共和国に所在する製造・販売会社瀋陽木本実業有

限公司は、その製品を当社に供給するとともに、当社グループ製品を中華人民共和国内で販売してお

り、また、稀本商貿(上海)有限公司は、当社グループ製品を販売しております。米国に所在する製

造・販売会社KIMOTO TECH,INC.は、その製品を米国内外で販売するとともに、当社およびスイスに所

在する販売会社KIMOTO AGに供給しております。ポーランド共和国に所在する製造・販売会社KIMOTO 

POLAND Sp. z o.o.は、その製品を欧州で販売しております。 

 また、当社を含め各販売会社において、フィルム加工品の販売を目的として各種デジタル入出力機

器のソフトウェアおよびハードウェア等の販売も行っております。 

  

(2) 情報システム事業部門 

連結財務諸表提出会社(当社)は、地籍調査支援システム、農地情報管理システム、固定資産税管理

用地図システム等のＧＩＳ関連ソフトの販売およびデータ処理受託サービスを行っております。ま

た、空中写真処理、図面複製等の受託作業も行っております。中華人民共和国に所在する瀋陽木本実

業有限公司は、各種データ処理受託サービスを行っております。 

  

３ 【事業の内容】
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事業系統図は、次のとおりであります。 

  
 

  

(注) 事業系統図以外に、非連結子会社として北海道所在の株式会社ケー・プランナー(製造会社：情

報システム事業部門)があります。 
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平成21年３月31日現在 

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

※２ 特定子会社であります。 

                                                 

平成21年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

平成21年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

 当社グループには労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

４ 【関係会社の状況】

名  称 住 所
資本金又
は出資金

主要な事業の
内容

議決権の 
所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

株式会社キモトテクノ 東京都新宿区
90,000
千円

機能性フィルム
事業部門

100.0

電子・工業材料事業の
一部を製造しておりま
す。 
役員の兼任…１名

KIMOTO TECH,INC. 
※２

米国 
ジョージア州 
シーダータウン

14,200
千米ドル

機能性フィルム
事業部門

100.0
北米地区における当社
グループの製造販売拠
点であります。

KIMOTO AG
スイス 
チューリッヒ州

1,250
千スイス 
フラン

機能性フィルム
事業部門

100.0
欧州地区における当社
グループの販売拠点で
あります。

KIMOTO POLAND 
Sp. z o.o. 
※２

ポーランド共和国 
ポモルスカ県 
ウィソミツェ

15,000
千ポーランド

ズロチ

機能性フィルム
事業部門

100.0
欧州地区における当社
グループの製造販売拠
点であります。

瀋陽木本実業有限公司 
※２

中華人民共和国 
瀋陽市

3,000
千米ドル

機能性フィルム
事業部門 
情報システム 
事業部門

100.0

グラフィックス事業お
よび情報システム事業
の一部を製造販売して
おります。 
役員の兼任…２名

稀本商貿(上海)有限公司
中華人民共和国 
上海市

200
千米ドル

機能性フィルム
事業部門

100.0

中華人民共和国におけ
る当社グループの販売
拠点であります。 
役員の兼任…１名

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

機能性フィルム事業部門 685〔80〕

情報システム事業部門 183〔10〕

全社(共通) 41 〔1〕

合   計 909〔91〕

(2) 提出会社の状況

従業員数(人) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(千円)

615〔45〕 38歳１か月 14年９か月 5,357

(3) 労働組合の状況

―  7  ―























































































































































































 

  

平成20年６月20日

株 式 会 社 き も と 

取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社きもとの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社きもと及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  野 辺 地    勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大   村    茂  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月29日

株 式 会 社 き も と 

取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社きもとの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社きもと及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会計

年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  野 辺 地    勉  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大   村    茂  ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社きもと

の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報

告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社きもとが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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平成20年６月20日

株 式 会 社 き も と 

取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社きもとの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第48期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社きもとの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  野 辺 地    勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大   村    茂  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月29日

株 式 会 社 き も と 

取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社きもとの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第49期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社きもとの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  野 辺 地    勉  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大   村    茂  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月29日 

【会社名】 株式会社きもと 

【英訳名】 KIMOTO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 木本 和伸 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿二丁目19番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

   



当社代表取締役社長 木本 和伸は、当社の第49期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の

有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月29日 

【会社名】 株式会社きもと 

【英訳名】 KIMOTO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 木本 和伸 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿二丁目19番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

  



代表取締役社長 木本 和伸は、当社および連結子会社（以下「当社グループ」）の財務報告に係る内

部統制の整備および運用に責任を有している。 

 その責任の遂行に当たり、当社グループは、企業会計審議会が公表した「財務報告に係る内部統制の評

価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見

書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して、財務報告に係る内部統制を整備および運用し

ている。 

 なお、内部統制には、一般的に、有効に機能しない固有の限界があるので、財務報告に係る内部統制に

より財務報告の虚偽の記載を完全には防止または発見することができない可能性がある。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日とし、一般に公

正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠した。 

 当社グループは、連結会計年度の財務報告に係る内部統制のテストおよび評価の年間計画に基づき、財

務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（以下「全社的な内部統制」）を適切に分析し、関係者への質

問、記録の検証等の手続きを実施することにより、全社的な内部統制の整備および運用状況ならびにその

状況が業務プロセスに係る内部統制に及ぼす影響の程度を評価した。その評価結果を踏まえて、評価対象

とする業務プロセスを選定した。当該業務プロセスの評価においては、内部統制の評価範囲内にある業務

プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を選定し、当該統制上の

要点について整備および運用状況の評価を実施することによって、財務報告に係る内部統制の基本的要素

が有効に機能しているかを評価した。 

 財務報告に係る内部統制の評価範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影響を金額

的および質的影響の観点から重要性を考慮し、必要な範囲を決定した。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲は、当社および連結子会社３社の全社的な内部統制の結果を踏

まえ、合理的に決定した。事業拠点に関しては、同一の事業内容、業務処理方法および統制を行っている

拠点を合わせて一つの事業拠点と捉え、当社および各連結子会社を個別の事業拠点とした。当該事業拠点

のうち、重要な事業拠点の選定については、各事業拠点の前連結会計年度の連結売上高の概ね３分の２に

達する事業拠点を選定した。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科

目、即ち、「売上」、「売掛金」および「棚卸資産」に至る業務プロセスを評価対象とした。 

 また、財務報告への影響を勘案して、すべての事業拠点における重要性の大きい業務プロセスについて

は、個別に評価対象に追加した。 

  

上記の評価手続きを実施した結果、平成21年３月31日現在の当社の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると判断する。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】
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